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森林計画関係資料の情報提供に係る取扱要領 

 

 

令和７年３月 24 日森林第 631 号 

一部改正：令和８年３月 23 日森林第 594 号 

一部改正：令和８年６月 15 日森林第 133 号 

 

（趣旨） 

第１ この要領は、北海道内民有林（道有林を除く。）に係る森林計画関係資料の適正かつ

円滑な情報提供を行うため、その取扱いについて必要な事項を定めるものである。 

森林計画関係資料の情報提供に当たっては、この要領のほか、測量法（昭和 24 年

法律第 188 号）、個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号。以下「個

人情報保護法」という。）を含む関係法令によるものとする。 

なお、他の行政機関及び独立行政法人等に対しては、この要領によらず、個人情報保

護法等に基づいて情報提供することとする。 

 

（情報提供対象資料、情報提供を行う機関） 

第２ この要領に基づく情報提供の対象となる森林計画関係資料は、森林法（昭和 26 年法

律第 249 号）第５条に基づく地域森林計画の対象となっている北海道内の森林（ただ

し、北海道有林野の整備及び管理に関する規程（平成 14 年北海道訓令第 17 号）に基

づく道有林野を除く。）に係るものとし、その種類及び情報提供を行う機関は、別表１

及び２のとおりとする。 

 なお、一部の資料については、北海道のホームページにおいて公開することとする。 

 

（森林計画関係資料の情報を提供できる場合） 

第３ 森林計画関係資料の情報を提供できる場合については、次のとおりとする。 

（１）森林所有者名等を含まない森林計画関係資料 

  別表１に示す資料については、申請の利用目的が森林の管理・利活用の推進に資するも

のと認められる場合（ただし、森林に係る諸権利や評価の証明目的など申請対象資料の

利用方法として不適当な場合を除く。）、原則として情報提供できることとする。 

 

（２）森林所有者名等を含む森林計画関係資料 

  別表２に示す資料については、申請の利用目的が次の①～⑤のいずれかの場合（ただし、

森林に係る諸権利や評価の証明目的など申請対象資料の利用方法として不適当な場合を

除く。）に情報提供できることとする。 

①森林経営計画作成のために利用する場合で、申請者（代理人による申請の場合は委任

者。以下④において同じ。）が、申請時点において、森林法第 11 条第 5 項に基づく

森林経営計画の認定を受けている場合 

②国、地方公共団体又は独立行政法人等から受託した事業の実施のために利用する場

合 

③学術研究又は統計作成のために、個人・法人を識別することができない形で利用する

場合 

④所有森林の適切な管理・利活用のために利用する場合で、次のア～ウのいずれかに該

当する場合 
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ア 申請者が、申請対象森林の所有者（申請対象資料に森林所有者又は土地所有者と

して記載されている者。以下④イ及びウにおいて同じ。）である場合 

イ 申請者が、申請対象森林の所有者から当該森林の施業又は経営の委託を受けて

いる者である場合 

ウ 申請対象森林の所有者が死亡している場合で、申請者が当該所有者の法定相続

人、受遺者、相続財産管理人である場合 

⑤その他、個人情報保護法等関係法令の範囲内において、森林計画課長、（総合）振興

局産業振興部林務課長又は森林室普及課長（檜山振興局、宗谷総合振興局及び根室振

興局にあっては、森林室長）若しくは森林室事務所長（以下「森林計画課長等」とい

う。）が適当と認める場合 

 

（申請方法） 

第４ 情報提供の申請方法は、申請する資料に応じ、以下のとおりとする。申請に係る手数

料は徴収しないが、記録媒体の用意、郵送に係る費用等については申請者の負担とする。 

（１）別表１に示す資料の情報提供を申請する場合 

申請者は、様式 1-1 に必要事項を記入の上、窓口への持参（使者による持参を含む。

以下同じ。）、郵送又は電子メールにより、申請対象資料を管理する森林計画課長等（資

料が複数の（総合）振興局又は（総合）振興局森林室の所管区域に及ぶときは森林計画

課長）に提出すること。 

 

（２）別表２に示す資料の情報提供を申請する場合 

申請者は、様式 2-1 に必要事項を記入して作成した申請書を、窓口への持参、郵

送又は電子メールにより、申請対象資料を管理する森林計画課長等（資料が複数の

（総合）振興局又は（総合）振興局森林室の所管区域に及ぶときは森林計画課長）に

提出すること。なお、別表１に示す資料と別表２に示す資料の情報提供について併せ

て申請するときは、様式２－１により申請することができる。 

   申請者（代理人である場合を含む。）は、申請者の本人確認書類（個人による申請の

場合は、運転免許証、個人番号カード等。法人による申請の場合は、当該法人の印鑑証

明書等。有効期限のあるものは当該期限内、有効期限のないものは発行後６か月以内で

あること。写しも可とする。以下同じ。）を提出すること。  

申請者が代理人である場合は、上記に加え、委任状及び委任者の本人確認書類を申請

書に添付すること。 

このほか、第３（２）の①～⑤に応じて、以下の書類を添付すること。なお、これら

のほかに森林計画課長等が追加で書類を求める場合がある。 

第３（２）①：申請者（代理人による申請の場合は委任者。以下同じ。）が作成者で

ある申請時点において有効な森林経営計画の認定書の写し、個人情報

の管理に関する誓約書（様式 2-2。以下同じ。） 

第３（２）②：受託事業に係る契約書等の写し、個人情報の管理に関する誓約書 

第３（２）③：研究・統計の概要を記載した書面、個人情報の管理に関する誓約書 

第３（２）④イ：施業又は経営の委託契約書等の写し 

第３（２）④ウ：死亡した所有者との関係を証する書類（戸籍謄本、遺産分割協議書

等） 

第３（２）⑤：森林計画課長等が求める書類 
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（情報提供の決定） 

第５ 森林計画課長等は、申請に係る利用目的や資料の内容等が適当であると認めるとき

は、様式 1-2、1-3 又は 2-3 により、森林計画関係資料の情報提供を行うこととす

る。 

２ 森林計画課長等は、申請書の内容について不明な点がある場合は、申請者又は委任者に

電話等により確認する。 

３ 森林計画課長等は、申請書に不備があるときは、その補正を要請するものとする。この

場合において、申請者が補正に従わないときは情報提供を行わないこととする。 

４ 森林計画課長等は、情報提供を行わないこととしたときは、その旨を様式 1-4 又は 2-

4 により申請者に通知する。 

 

（情報提供の実施） 

第６ 森林計画課長等は、森林計画関係資料の情報提供について、別表１及び２に基づき、

閲覧又は交付により行う。情報提供に当たっての留意点は以下のとおりとする。 

（１）閲覧 

   閲覧は、原則としてパソコン画面上の表示により行わせるものとする。 

（２）交付 

①交付は、印刷物の提供又は電子データの提供により行う。 

②印刷物を提供する場合は、交付資料を手交又は郵送する。 

③電子データを提供する場合は、交付資料を電子メールにより送信し、又は、電磁的記録

媒体に複写したものを手交又は郵送する。森林計画課長等が認める場合は、これ以外の

方法により提供することがある。 

 

（記録） 

第７ 森林計画課長等は、別表２に示す資料の情報を提供したときは、様式 2-5 に記録す

る。 

 

 

附則 

１ この取扱要領は、令和７年４月１日から施行する。 

 

附則 

１ この取扱要領は、令和８年４月１日から施行する。 

 

附則 

１ この取扱要領は、令和８年６月 22 日から施行する。 

 


